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発表の内容
研究開発段階から先端技術の標準化に取り組む重要性
光・ネットワーク分野のディスアグリゲーションおよびオ

ープンソースのコミュニティ
テストベッド環境と利⽤状況、標準化・実装への貢献状況
今後のテストベッドの活⽤⽅策
標準化部⾨の取組、標準化⼈材確保に向けた今後の⽅策等
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研究開発段階から先端技術の標準化に取
り組む重要性
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研究開発段階から先端技術の標準化に取り組む重要性 (1/2)

市場獲得・取りこぼし回避
⾃⾝の技術の適⽤先を切り拓くため
他者の利益を考える御⼈好しはいない
先⾏者利益。標準に準拠した類似の開発が既にあると、後発が⼀

般に浸透するのは困難または⻑時間を要する
宣伝・普及
研究コミュニティのみならず、異なるコミュニティに⾃⾝の開発

物の存在を知らせる
異なるコミュニティにおける発明の価値を知ることができる
⻑い標準化活動期間 (論⽂だと1発、標準は年3回程度)
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研究開発段階から先端技術の標準化に取り組む重要性 (2/2)

要件・枠組の明確化
いろいろありうる開発物の要件を明確にする
最近は、標準化に留まらず、より実務的なオープンコミュニティの

活動が顕著
仕様を明確にすることが他者に使われる第⼀歩
標準であることは⼀つのお墨付
多くの⼈・コミュニティに揉まれた実績は強い
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光・ネットワーク分野のディスアグリゲ
ーションおよびオープンソースのコミュ

ニティ
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OOLS (Open Optical Line System)
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Open Optical Packet & Transportより
(https://telecominfraproject.com/oopt/)

 標準化をまたず、必要に応じてコミュニティでI/F 仕様策定する動きが早い
 光伝送システム伝達部や制御管理のオープン化
 ITU-Tや OIF に対し

 OpenROADM MSA
 TIP (Telecom Infra Project) などがある

 ミッションが標準化策定から、プロダクト開発そのものへ



Open ROADM MSA (Multi-Service Agreement) 2015〜
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• 光伝送装置(ROADM)や光トランスポン
ダ、着脱型光部品などのの相互接続仕様、
YANGデータモデル仕様を規定

• 光伝送装置のディスアグリゲーション、
マルチソース化、ベンダー⾮依存化、相
互接続などを狙い、仕様公開

• 複数メーカの伝送装置を相互接続し、
従来のベンダアイランドから脱却を図る

Open ROADM v2 General Whitepaper (2018)

OpenROADM v2 Service Model Whitepaper (2018)

AT&T が推進し、Ciena、Fujitsu、Nokia、SK 
Telecom、Orange S.A.、Rostelecom、Cisco、
KDDI、NTT Electronics、等25組織 (2020.3.4 
web)

http://openroadm.org/

ROADM = Reconfigurable Optical Add/Drop Multiplexer



TIP (Telecom Infra Project) 2016〜
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• 光伝送装置やモバイル基地局などを対
象としたプロダクト開発プロジェクト

• アクセスからコアと領域も多岐

Voyagerプロジェクト
• パケット交換とDWDMを統合するオープンシステム開発
• S/WとH/Wを分離しそれを規定
• SDN制御200 Gbps 16QAM、100Gbps QPSK光伝送
• SDN制御光リアルタイム観測と⾃動変調変更
• 10Gbps 〜800 Gbps (4x 200Gbps)まで対応

• Facebookが当初から推進し、通信事業者、製造事
業者、SI事業者、スタータップ等500超の組織か
ら構成

• Vodafone, Facebook, Intel, Telefonica, DT, BT
がボードを形成

• NTTコム、富⼠通などが参画
• KDDIが2020年春にTIP Community Labの東京都

内設⽴を表明

Cassini
• 3.2Tbps スイッチ
• 16 x 100Gbpe QSFP28
• 複数ベンダ 100/200Gbps ACO/DCO 

コヒーレントDSPトランシーバ
を統合

https://telecominfraproject.com/



ONF ODTN (Open Disaggregated Transport Network) 2018〜
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• Disaggregate光装置、オープンで共通な標準、
OSSを⽤いてデータセンターインタコネクトを構築

• ネットワークの成⻑にあわせ、そのときベストな部
品から装置を構築し、ベンダーロックイン回避

• オープンなネットワークをエンドツーエンド制御
• 1ベンダーのOLSに複数社のトラポン
• ONF開発のONOSコントローラ

• 標準APIを効果的に利⽤
• TAPI, OpenConfig

https://www.opennetworking.org/



ONF (Open Networking Foundation) 2011〜
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• SDN: OpenFlow, ONOS, CORD等 広く使われる枠組の開発と標準化
• 通信事業を変⾰するために、ネットワークのディアグリゲーション、装置のホワイト

ボックス化、オープンソースとSDN標準に⼤きく関わる
• <コア、アクセス><エッジ、クラウド><モバイル、ブロードバンド>多岐にわたる

領域のオープン化

収益730億ドルを⽣む

Linux Foundation, O‐RAN, TIP等とリエゾン
ボード: Deutsche Telekom、AT&T、China Unicom、Comcast、Edge Core Networks, 
NTT Communications、Google、 Turk Telekom、 Stanford University、ONF



Open Network Automation Platform 
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• オープンソース実装による仮想ネットワーク構築・運⽤プラットフォームとして業界標準
• 物理網・論理網機能の実時間性、ポリシ駆動なオーケストレーションと⾃動化の総合プ

ラットフォームを提供
• ソフトウェア、ネットワーク、IT、クラウドに関する事業者や開発者が、新しいサービス

を迅速に⾃動化し、ライフサイクル管理を⽀援する
• オープンスタンダード準拠のネットワーク⾃動化アーキテクチャを策定し、プラット

フォーム実装を共有しエコシステムを実践する

https://www.onap.org/

12

100 を超える
ネットワーク事業者
クラウド事業者
テクノロジプロバイダ



TM Forum 1988〜
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• オペレーションに関するフォーラム標準化団体
• 850社以上
• Frameworxと呼ぶデジタルサービスの実現に必要な参照モデルにおいて，標準的な

プロセス・情報・機能・インタフェースを規定
• 現在 Release 18.5。ブロックチェーン、AI、5G、オープンデジタルエコシス

テムの実装に対する実⽤ガイドを提供
• Catalysts (カタリスト) フォーラム会員により構成されるPoCプロジェクト。

• 産業界の挑戦的重要課題、主要課題のベストプラクティスや標準に係る⾰新ソ
リューションをデモ。

• サービス事業者2社以上で作成したシナリオを4社以上のソフトウェアベンダが具
現化、動態



O-RAN Alliance (2018〜)
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https://www.o-ran.org/
• NTT DoCoMoなど5社で設⽴
• 23 通信事業者 (NTT Docomo、KDDI、

ソフトバンクなど)
• 全体で140組織

• 無線アクセスネットワーク
のオープン化

• オープンでインテリジェン
トなRAN構築に向かった仕
様策定

• AI技術を⽤いた無線制御な
どオープンなハードウェア
上に仮想化されたRAN構築

• RAN仮想化のためのクラウ
ドアーキテクチャと展開シ
ナリオの構築



テストベッド環境と利⽤状況、
標準化、OSS実装へのかかわり
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総合テストベッド研究開発推進センターの概要
○第四期中⻑期計画（概略）
機構内外におけるICT関連研究開発成果の技術実証及び社会実証を推進するためのテストベッドを構築し、
その利活⽤を促進することにより、広範なオープンイノベーションを創発する。この実現のため、以下を実施。

 機構が提供するテストベッドを融合
（IoT実証を含め、技術実証と社会実証の⼀体的推進が可能なテストベッド）

 テストベッド利活⽤の活性化
 テストベッド基盤技術の確⽴
 機構内外との連携推進（海外（アジア）連携、実証ニーズの把握、機構内サービス提供など）

⼤規模エミュレーションテストベッド「StarBED」
百万台レベルのエミュレーションによる
ハードウェア・ソフトウェアの検証基盤

・約1000台PCサーバ

⼤規模IoTサービステストベッド「JOSE」
IoT技術の検証基盤とIoTサービスの

フィールド実証環境を提供
・1ペタバイトストレージ

広域SDNテストベッド「RISE」
SDN技術によりICTサービスの実証
環境をユーザーが⾃在に構築可能
・15拠点間でネットワーク仮想化

SINET5

海外拠点海外拠点超⾼速研究開発ネットワーク「JGN」
最先端のネットワーク技術の検証と国内
・海外における実証環境の構築を⽀援

・国内海外24拠点、最⼤100Gbps帯域伝送

M2Mクラウド基盤

（2017年10⽉より提供)（2018年4⽉より提供)

キャラバンテストベッド
(ユーザに実証環境貸出)

LPWAテストベッド
(複数LPWA⽐較試験環境)

（2017年11⽉より提供)

（2018年8⽉より提供)

⃝ AI データテストベッド
⃝ けいはんなM2M-DC
⃝ 他の機構内テストベッドや設備

（集中管理)

⼤容量⾼精細モニタリング
(特性把握)

（2020年2⽉より試⾏開始)

光ファイバ貸出

IoTゲートウェイ
(LTEでユーザ拠点を繋ぐ)
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RISE マルチテナントSDN (2011〜)
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RISEシステム概要

JGN Layer2 Switch

User’s Controller

RISE Controller
各ユーザスライス、
RISEインフラを構成する
OpenFlowスイッチ、
仮想マシン、
仮想回線を制御・管理

User’s Controller

メッシュ型

User’s Controller

リング型
スター型

RISE Infrastructure

JGN Infrastructure

個々のユーザに独⽴したスライスを提供

ユーザは各⾃のスライス上で
⾃由に経路を制御

RISE OpenFlow Switch

SDNコントローラ、アルゴリズムの研究開
発ほか、医療情報の秘密分散、耐災害ネッ
トワーク、⾼度画像分散処理等の実⽤化に
向けた研究開発、SDN実験基盤の国際間連
携などの利活⽤事例

ユーザスライスのマルチテナント化 (2012〜)
50ユーザ以上が同時実験可

さまざまなOpen Source Softwareを導⼊
オーケストレータ Trema ベース
VM管理 libvirt, ハイパバイザ KVM
スイッチ ⼀部にLagopus
Ryu, OpenDayLight 等をSDNコントローラ利⽤可



テストベッドの円滑な利⽤促進を図る観点から、運⽤⾯で以下の利⽤⼿続処理を実施し、利活⽤を活性化。
①機構内にテストベッドや施設等を集中的に管理する体制を整備
②テストベッド等の利活⽤を円滑に進めるためのテストベッド等に係る利⽤条件の整備や⼿続きを検討
③広く周知広報を実施

◆利⽤状況

注︓テーマ数の分類は重複を含んで
いるため、合計はテーマ数に
⼀致しない。

テストベッド利⽤テーマ数 102 127
新規ユーザ 7 10
社会実証 19 21
IoT関連 46 58
複数テストベッド利⽤ 36 46
SINET経由 19 21
国際回線利⽤ 5 6

利⽤機関 251 298
⼤学・専⾨学校 78 96
企業 86 101
官公庁 1 0
⾃治体 4 4
その他 21 31
NICT 61 66

◆利⽤分野別件数

ネットワーク 22 60
⼈材育成 5 7
アプリ開発 4 24
画像・⾳響 6 17
ビッグデータ 29 36
AI １ 3
テストベッド実証基盤技術 13 32
その他 6 3

◆広報活動 周知活動 95 105
内外のイベント参加数 10 15

◆国際連携
共同研究 1 1
MoU 9 11
国際的な技術実証テーマ 7 12

◆ユーザによる成果

ユーザアンケートによる集計結果

商品化数(含む予定)        11 ５
実運⽤化数（含む予定） 22 7
論⽂数（掲載+掲載決定） 89 15
国際会議 72 48
外部発表数 200 86

H28年度 H29年度

状況と事例は
https://testbed.nict.go.jp/example.html
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データ
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盤技術
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利⽤分野別件数

（今中⻑期の総利⽤プロジェクト件数（含む終了プロジェクト））

（2018年度の利⽤プロジェクトの利⽤分野（重複を含む））

（上記203件の参加研究機関数）

34%

30%

10%

26%

利⽤機関の⽤割合

大学・専門学校

企業

官公庁/自治体/その他

NICT

利⽤機関の割合
（2018年度の利⽤プロジェクトの利⽤機関割合）

NICT総合テストベッド利⽤状況

＜2016-2018年度までの利⽤状況＞
活性化:スマートIoT推進フォーラムテストベッド分科会と連携
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＜2019年11⽉末で累計238件 2019年度158件＞



商品化

商品化

実運⽤

実運⽤

最近のテストベッド実証を経た社会実装例
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NICT総合テストベッドを活⽤した研究開発成果の事例
JGN

JOSE

RISE

StarBED

研究テーマ

研究実施機関

研究の概要

北海道テレビ放送（株）／沖電気⼯業（株）／慶應義塾⼤学／（株）アステム

ＩＴＵを起点にして南アフリカ、フィリピンなど世界各国への配信経路を結び、札幌の仮想サーバから各
国への配信実験を⾏う。またITUのIPTV標準に準拠した仮想サーバ構築及び実運⽤を想定した各種実験を
⻑期にわたり実施することでサーバリソースの有効活⽤のノウハウを得る。

ITU IPTV IPv6 グローバル テストベッド構築プロジェクト (I3GTプロジェクト)

NICT総合テストベッドを
活⽤した研究成果 ITU-T H.702実システムに向けた実証実験︓

ITU-T H.702の実⽤化︓

ITU IPTV標準の普及を⽬指し、グローバルコンテンツ流通実験を
実施するため、ＪＧＮを活⽤してグローバルテストベッドを構築

IPTVアクセシビリティプロファイル H.702
普及に向けたH.702の適合性試験⽂書
事例紹介の⽂書作成

成果展開︓

JGN

マルチキャスト

映像伝送

放送分野福祉分野

IPv6総合テストベッドの主な標準化事例①
JGNを利⽤したITU-T IPTV標準規格のコンテンツ流通実験
国際標準化を実施しこの標準に基づくサービスを実⽤化



NICT総合テストベッドを活⽤した研究開発成果の事例
JGN

JOSE

RISE

StarBED

研究テーマ

研究実施機関

研究の概要

⽇本電信電話（株）

安全・安⼼な⽣活、多様な経済活動の⽣産性確保等を図るため、様々なセンサ情報等も活⽤し、ICT基盤技術と連携して、⾼信
頼・⾼精度な⾃動⾛⾏を実現する⾃律型モビリティシステムを開発することが重要である。
このためには、ダイナミックマップ配信など、⼤量のデータを通信によって送受信する必要があり、広域分散処理及び低遅延処
理などの特⻑を持つエッジコンピューティング技術の活⽤により、⾃律型モビリティシステムの要求条件を効果的に実現する

⾃律型モビリティシステム（⾃動⾛⾏技術、⾃動制御技術等）の開発・実証

NICT総合テストベッドを
活⽤した研究成果

総合テストベッドの主な標準化事例②

ETSIの標準化活動
に貢献

JGN

経路制御ネットワーク
測定

センサー
ネットワークワイヤレス

交通分野
（⾃動運転）



NICT総合テストベッドを活⽤した研究開発成果の事例
JGN

JOSE

RISE

StarBED

研究テーマ

研究実施機関

研究の概要

情報通信研究機構／⽇本電信電話株式会社／⽇本電気株式会社／株式会社東芝／三菱電機株式会社

量⼦鍵配送(QKD)ネットワークをJGN上に構築し，⾼性能化を図ったQKD装置の⻑期安定動作の検証を進めることによりシステムの
信頼性向上につなげる。これまでJGNを利⽤しNICT委託研究にて構築したテストベッドを更に拡充構成，相互接続による鍵リレー等
の⾼度な機能の実証，ノードの安全性向上対策とその検証を実施。QKDシステムの⾼度化，実⽤化を⽬途として運⽤⾯でも安全に鍵
配送を⾏うプラットフォームの構築・改善を進め，その安定動作検証、信頼性向上を実証。

東京QKDネットワーク

NICT総合テストベッドを
活⽤した研究成果

総合テストベッドの主な標準化事例③

ETSIおよびITU‐T
の標準化活動
に貢献

量⼦情報通信

JGN

QKD: Quantum Key Distribution 量⼦鍵配送



NICT総合テストベッドを活⽤した研究開発成果の事例
JGN

JOSE

RISE

StarBED

研究テーマ

研究実施機関

研究の概要

⽇本電気株式会社、東京⼤学、早稲⽥⼤学

• 各種公共インフラにセンサーの配備・データ収集・分析によりインフラ運⽤の効率化を実現する取組が数多く実施。
• 今後はクラウドだけでなくIoTゲートウェイのように分散したリソースを活⽤することが想定されるが、環境変化に対して限りあ

る資源を最適に分配し、各サービスを最適に実⾏することが課題。
• 本研究開発では、IoT機器から発⽣する膨⼤なデータ量の削減によるネットワークの費⽤対効果の向上、IoTサービスのリアルタ

イム性の⾼い制御の実現に取り組む。この実現に向け、エッジ・クラウドへのアプリケーション配備する技術、エッジにおける
⾃律的に制御する技術、種類毎に異なる重要度を有するIoTトラフィックを分類・制御する技術、多数のアプリケーションが多数
のセンサデータに効率的にアクセスするためのネットワーク技術の確⽴を⾏う。

⾼効率かつセキュアなIoTデータ収集・配信ネットワーク制御技術の確⽴

NICT総合テストベッドを
活⽤した研究成果

JGN
基盤ソフトウェ

ア技術

JOSE

※総務省ICT重点技術の研究開発プロジェクト「⾼効率かつセキュアなIoTデータ収集・
配信ネットワーク制御技術の確⽴」では「⽇本電信電話株式会社」も参画

総合テストベッドの主な標準化事例④

ITU-Tの標準化活動
に貢献



今後のテストベッドの活⽤⽅策（実装主
義の標準化への貢献など）
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ネットワークテストベッドで推進すべきこと

コミュニティの
底上げ
• 共通基盤を用いた

連携体制の構築
⇒ 新時代エコシステム

確立
⇒国プロ実践

• 新技術・OSSの取込み

最先端ネット
研究開発

• チャンピオン
ファクトの獲得

• 産業界による
技術実証

オープン化
標準化

• オープンな環境
をユーザへ提供

• 標準化参照
モデルの構築

Co-Design

25

スマートIoT推進フォーラムテストベッド分科会 次期ネットワークテストベッド検討WG資料より



コミュニティ型研究開発
イノベーションエコシステムハブの形成

26

推進課題 内容 効果
テストベッドを
共通基盤とする
コミュニティ型
研究開発の促進

• 組織間連携による設計・開発・実験の
推進

• 新技術を国内エコシステムで評価する
体制構築

• プロジェクト・コミュニティ形成の⽀
援，⼈材育成

• １組織で解決できないギャップ埋め
• 開発速度の向上
• エコシステム形成
• コミュニティの底上げ
• ⼈材交流・育成・循環
• リクルーティング

連携体制の構築 • 同業連携、通信事業・製造事業・OTT
の連携

• 国プロの実践
• ショールーム化

• シナジー促進
• OSSの取込・改善・共有
• エコシステムの確⽴
• 新規参画者誘導

相互接続実証 • 機能接続性検証
• クラウドブロック構築
• 柔軟なネットワークアクセス環境提供

• システム完成度向上
• ⼈材交流・育成・循環
• 成果の魅せる化

標準化・OSS化 • 参照モデル・ソフトウェアの作成
• OSSまたはコミュニティ内限定参照と

して共有

• 複数者による標準策定技術の検証
• 開発技術の蓄積と再利⽤
• 作業過程における⾃⾝の検証⼿段
• 作業過程における標準化参加者⽀持

増と，参加者以外の裾野拡⼤

スマートIoT推進フォーラムテストベッド分科会 次期ネットワークテストベッド検討WG資料を元に作成



テストベッドでしかできない、活きる運⽤検証

過去できていたインターネットでの運⽤検証は、今や無理
同時並⾏する先端サービスユーザ群を対象に検証できる

27

⼈材と技術の育成
• シナジー促進
• コミュニティの底上げ
• ⼈材交流・育成・循環
• 技術利⽤・進化・他展開



テストベッドでできると良いイノベーションエコシステムハブ

産々連携や産学連携で検証した技術を、
国内⼆次利⽤者・若⼿に共有
OSS、標準化コミュニティ(TMF、ONAP等)に還元
プラットフォームのOSS化
OSSを元に利益を産む⾼信頼プラットフォーム形成
オープンとクローズ (フリーとライセンス︖)
標準化で議論する参照モデルを構築するユーザが、テス

トベッドを利⽤する仕組みづくり
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テストベッドでできると良いイノベーションエコシステムハブ

国プロで検証するシステム上に、別ユーザを載せる
本物に近い動くユーザ開発物を載せてシステム検証
マルチテナント環境

「別ユーザ」は新しいシステム技術を先取り
攻撃を許しセキュリティも検証する
異なるコミュニティのOSSを接続して新たな知を産む
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StarBEDにおける OSS検証事例
100台の物理サーバを⽤いた⼤規模なクラウド環境の実証実験を実施。複数の仮想サーバ
間で最⼤16Gbpsの通信速度（従来の6倍）を達成。通信速度の向上と⾼可⽤性機能の実現
により、⼀つのクラウド上で複数の仮想ネットワークを構築し、「OpenStack Neutron」
の機能を商⽤導⼊できる⽔準までの改良に成功。修正内容をオープンコミュニティに還元。
(https://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/2014/11/04_00.html)
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株式会社NTTドコモ、⽇本電気株式会社、⽇本仮想化技術株式会社、NTTアドバンステク
ノロジ株式会社、北陸先端科学技術⼤学院⼤学、東京⼤学、デル株式会社、NICTとで実施



JGN/RISEの利⽤例 iPOP2015 ShowCase
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Internet

OOL Network
Otemachi⇔Okinawa Testbed Network (JGN‐X)

KDDI LabKDDI LabO3

NEC NTT

Fujitsu Hitachi

MitsubishiMitsubishi
Electric

FujitsuKeio U

NICT

Ixia TOYO

NTT 

Koganei, 
Tokyo

NTT 

Musashino
, TokyoNTT Com

Keio U

Okinawa 
site

USA

Onna, 
Okinawa

RISE (NICT)

Otemachi, 
Tokyo

RISE (NICT)

Controller
SDN

Controller

q p
Transport
equipment

Tester

Network

Okinawa site

ISOCORE

Otemachi, 
Tokyo （O3）

 全通信技術や管理⼿法など、アーキテクチャの異なる複数のネットワー
クドメインからなる全国規模の光トランスポートネットワークを構築し、
SDN（Software Defined Networking）技術を⽤いて、これらネット
ワークドメインをまたがるシームレスな通信フローを動的に⽣成する相
互接続実験に成功した

 それぞれのドメインのSDNコントローラが連携した
 OSS公開された Lagopus、ODENOS を含めた検証を実施

参考: NICT報道発表 2015年4月20日
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⾰新的 AI ネットワーク統合基盤技術の研究開発

サービス/論理NWデザイン、障害検知/復旧、
NWサービス資源制御の要求条件と、機械
学習のユースケースを提案 (2018/11)。
Y.Supplement55に反映 (2019/06) 

SG13-C738: “Proposal to initiate a new 
Recommendation draft︓Architecture framework of 
AI-based network automation for resource 
adaptation and failure recovery in IMT 2020 and 
beyond” (2019/10)

AIを⽤いた障害検知/復旧および資源最適化により、
NWの運⽤⾃動化を実現するAIアーキテクチャを提
案。Y.ML-IMT2020-RAFR 勧告草案作業中。

FG ML5G-I-109: “Requirements and use cases of 
AI/ML for end-to-end network operation automation” 

SG13-C739: “Proposal to initiate a new 
Recommendation draft “Architecture framework of 
user-oriented service provisioning with AI-based 
generation of network requirements, configuration 
and provisioning workflow in IMT 2020 and beyond” 
(2019/10)
AIを⽤いてNW要求/設定およびワークフローの各
計画を⽣成するためのAIアーキテクチャを提案。
Y.ML-IMT2020-serv-prov 勧告草案作業中。

エンドツーエンド運⽤業務プロセスAI化を
スコープとしたアーキテクチャをITU-T
SG13に2件提案し、ドラフトとして承認。

本プロジェクトは、NICTのテストベッドを⽤いて
関連技術を検証予定



標準化部⾨の取組、
標準化⼈材の確保に向けた今後の⽅策、
等
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NICTにおける標準化に関する基本方針

NICTのミッションは、研究開発を推進し、その成果を広く社会へと還元すること。
標準化はこのための有効な手段。

基本的な考え方

標準化の対象 １．技術的な規格のみではなく、広く社会で共通認識すべき新たな概念までをも含む。
２．シーズ・オリエンテッドな標準化に加え、ニーズ・オリエンテッドな標準化に対応。

１．国内外の標準化機関等との連携関係の構築、国際会議の日本招致・開催協力
２．標準化に関する人材育成の推進

計画的・戦略的な
標準化の推進

１．研究開発の初期段階から標準化を研究開発の一環として一体的に推進
２．関係機関との連携、適切な標準化活動の場の選定、知的財産との関連付け
３．標準化に必要な試験・調査検討、標準化提案、標準化会議における議長、

ラポータ等への積極的な取組み、標準化会議への参画
４．適時、適切な標準化活動の評価、計画への反映

標準化活動の促進

NICT標準化ポリシー (平成24年7月制定）
http://www.nict.go.jp/std/lde9n2000000aov9-att/4otfsk00000fzn3d.pdf

NICTにおける標準化の位置づけ
国立研究開発法人 情報通信研究機構 中長期目標 （平成３０年９月） において、

機構の研究開発成果を最大化するためには、研究開発業務の成果を実用化や標準化、社会
実装等に導くための取組が不可欠であることから、（中略）標準化活動の推進（中略）に取り組
むこと。

とされている。



NICTと標準化機関との関係
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国際標準化機関

〇 ITU-R セクターメンバー （テラヘルツ、耐災害通信、移動衛星通信）

〇 ITU-T セクターメンバー （RoF、将来網、セキュリティ、量子鍵配送）

〇 APT アフィリエイトメンバー （RoF、鉄道無線、テラヘルツ、衛星通信）

〇 ETSI アソシエートメンバー （量子鍵配送）

〇 ３GPP （５G（無線アクセス方式、ネットワークアーキテクチャ））

〇 ＩＥＣ （電磁適合性、RoF） 〇IEEE （５G、テラヘルツ、製造現場での無線利用）

〇 ISO （ウィンドプロファイラ） 〇ISO/IEC JTC1 （セキュリティ）

〇 IETF （IoT、将来網、セキュリティ） 〇CCSDS（宇宙データシステム諮問委員会） （光衛星通信）

国内標準化機関

〇 ARIB 連携・協力の推進に関する協定を締結して活動に参加。

〇 TTC 特別委員等として活動に参加。



標準化推進室による標準化活動への支援

標準化活動に関する調査の実施

国際標準化会議の開催支援標準化活動への支援、助言等

・標準化エキスパートによる助言、支援
・寄書作成、会議対応
・標準化機関窓口業務（会費支払等）
・標準化機関との連携
・関連の展示会への出展

・国際標準化会議等の日本開催支援

・国際標準化動向調査
・機構内ファクトデータ調査

人材育成

・標準化セミナーの開催
・国際標準化会議への参加
・表彰への推薦
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機構の標準化への取り組みの例（１）
量子鍵配送（QKD) ITU-T SG13での勧告策定

背景： NICTは、企業・大学が共同で実証テストベッド「Tokyo QKD Network」を
2010年から運用するなど、QKDの研究開発を推進。
2008年ETSIにIndustrial Standards Group-QKDが設置され、QKDデバイスの標準化を検討。
NICT研究所からも参加してきたが、ネットワーク系の標準化活動に至っていなかった。

2018年7月ITU-T SG13（将来網）会合に、韓国（KT）からQKDフレームワークの作業項目（WI）提案が
あり合意。標準化推進室から研究所に情報提供。

研究所と標準化推進室で、WIを分析。機構から QKDフレームワーク勧告案を2018年9月会合に提案。
以降、研究所が技術的内容を検討し、標準化推進室でITU寄書の形に
とりまとめて入力する形で、ITUで標準化活動。

標準化推進室からエディタを出しSG会合・ラポータ会合に出張。
会合でのテレコンの実施と日本から参加可能な時間での開催をITU事務局に談判し、
研究所からも会合にリモート参加。

勧告化を急ぎたい中韓と勧告策定に後ろ向きな欧米が対立。NICTは適切な勧告策定のため尽力。
・関係者及びSG議長等要職者への相談・根回し。
・妥協案の提示と説得。

2019年5月ラポータ会合を日本招致（NICTで開催）。

2019年10月Y.3800（QKDをサポートするネットワークの概要）承認。

標準化の場を
変える発想は
出なかった

2018年9月SG17（セキュリティ）会合で韓国（SKテ
レコム）提案でQKDの検討開始。NICTも2019年1
月会合からSG17にも対応することに。

現在は、SG13で6件、SG17で4件の勧告案を検討中

会 合 出 席 の 負 担 は 大 。
Y.3800合意までに、

・SG17会合３回、
・ラポータ会合３回、
・非公式テレコン多数回。

研究所からも出席。
標準化推進室でエディタとして議長を
務めるとともに、開催ロジを支援。

Tokyo QKD
Network

サービスレイヤ

QKDN制御レイヤ

鍵管理レイヤ

量子レイヤ

セキュリティ境界

ユーザNW

QKDN

Y.3800のQKD網の構造（概略）
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機構の標準化への取り組みの例（２）
ウィンドプロファイラレーダ（WPR) ISOでの国際規格策定

背景： WPRは、電波の送受信により風向風速や乱流強度、降雨強度の高度分布を

測定する観測機器。
NICTは、気象庁や製造業者等と連携して次世代WPRの研究開発を推進。

それまで標準化活動をしたことがなかったリモートセンシング研究室から相談を受け、標準化推進室
から説明・助言。

2017年11月ISOでドイツ提案のWPRの作業項目が登録（ISO/TC146/SC5/WG8）。
ドイツ提案では、日本で開発したシステムが除外されており、そのまま国際規格となると
気象庁も日本のシステムを調達できないことに。
ISO/TC146/SC5/WG8対応の国内WGが設置され、NICTにも参加要請。

WPRのユーザは各国の気象機
関であり、従来国際標準化は
必要と考えられていなかった。

ドイツは、（特に途上国への）
WPRの輸出を念頭に提案し
た模様。

NICTも国内WGメンバになるとともに、 ISO/TC146/SC5/WG8 にExpert（日本代表）として参加。
2019年5月WG会合を日本招致（NICTで開催）。
NICTの主導により作成した文案がほぼ全てが反映され、2019年12月に作業原案が完成。
2020年11月までに国際規格原案（DIS）登録を目指す。

デジタル受信機現業観測システムWINDAS用
WPR



39

機構の標準化への取り組みの例（３）
将来網 ITU-T SG13での勧告策定

背景： 既存のインターネットの欠点を克服する理想のネットワークを目指し、NICTが2006年に
新世代ネットワークの研究開発を開始し、2008年に「新世代ネットワークビジョン」を発表。

研究所と標準化推進室が協力し、2015年10月にハンガリーで開催されたITU
テレコムに「将来ネット ワークに向けたデータ指向ネットワーク技術」を出展し、
NICTの研究成果と標準化活動をアピール。

2009年1月のITU-T SG13WP5会合に、様々な機関による将来網関連の研究をまとめる作業項目
（WI）をNICTから提案。同会合に韓国（ETRI）から将来網のフォーカスグループ（FG）設置提案。
両提案を受けて、同月SG1３会合でFG設置合意。

NICTは、FGの第１回会合（2009年6月）から関連研究の調査結果をまとめて報告するとともに、全体
ビジョンの議論に積極的に参加、提案。FGの検討結果を文書にまとめ、ITU-T SG13 に入力。

世界初の将来網に関する勧告である、ITU-T Y.3001「将来網：目的とデザインゴール」（2011年5月）
の成立に貢献。

ITUテレコム2015での展示

新世代ネットワークのプロトタイプとして、2009-2011年に仮想化ノードα版、2011-2013年に仮想化
ノードβ版を、NICTのテストベッドJGN-X上に構築し、アプリケーション実証を本格化。

引き続き、Y.3033「将来網におけるデータ指向ネットワークの枠組」（2014年1月）、Y.3012「将来網の
ための仮想化の要求条件」（2014年4月）等、将来網のITU-T勧告の成立に、複数のNICT研究員が
エディタやラポータとして貢献。

海外でも将来
網R&Dが急速
に立ち上がっ
てきたため、我
が国はITUでイ
ニシャティブを
とることを目指
した。
NICTが新WI提
案し、標準化を
主導。

将来網ITU-T勧告（Y.3000-Y.3499）は、現在58件
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機構の標準化活動における課題

研究成果を標準に反映させるための人材・ノウハウ・予算の不足

人材・ノウハウ

→ 標準化会合へ出席の推奨・支援（OJT）

→ 機構内での研修

 標準化の意味・重要性の解説

 標準化活動の方法の説明

 標準化活動の経験・ノウハウの共有

→ 外部エキスパートの登用

予算

→ 標準化推進室の予算に加え、研究費でも活動。
人材の増強には不足。
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まとめ
○研究開発業務の成果を実⽤化のみならず標準化に導くための取組

は、研究開発成果の最⼤化に不可⽋
○研究開発段階からの標準化は適⽤先を広く切り拓く

◇ 研究者だけでの標準化は⾮効率でエキスパートとの連携が不可⽋
○OSSの検証や拡張の場を提供するエコシステムハブが必要
○標準仕様策定にあたり、実装技術を⽤いた相互接続が重要
○テストベッドの利⽤は、OSS検証や標準仕様策定の過程で有効
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